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研究委員会の活動方針（背景と目的 ‐ 1）

盛土工では、土構造物の使用性・維持管理性・耐震性等の要求性能

を保証する強度・剛性や透水係数等の要求物性が実現するように、

1) 盛土材の土質・含水比、撒出し厚及び締固め機械仕様と走行回数

等の締固め施工法と、

2) 締固めた土の品質（乾燥密度・含水比等の締固め状態と要求物性）

の規定・管理を行う。

■近年の「土構造物の耐震性・耐洪水・豪雨性の向上、維持管理の低

減等の要求性能の高度化」と「締固め機械の性能及びGNSS等に

よる締固め機械運用管理レベルの向上とそれを活用した締固め管

理の効率化への要求」に応えるべく、上記盛土の締固め管理1)と2)

の合理化を検討し、可能な提案をする。



盛土の締固め管理の合理化のための可能な提案：

⇒ 従来の多様な品質管理法の枠組み・特徴・課題を整理して、より合

理的で可能な新しい方法の提案：

①従来の締固め度Dcとwの規定・管理する基本的な方法等の総括

②Dc, wとともに飽和度Srを規定・管理する最近の方法の紹介と提案

③I-constructionに関連した締固め土のCBR, qc, kv, G0, CCV等の

強度・剛性指標に基づく迅速管理に関して、従来からの方法の整

理と新しい方法への展望と提案

研究委員会の活動方針（背景と目的 ‐ 2）

1.締固め目標Tを設定: 
a) Sr= (Sr)opt

b) ρdは設計で要求する物性値を保証できる値

2. Dcの許容下限値とwの許容範囲だけでなくSrの許容範囲も設定し、

a)締固め不良状態a, b, c, d, gの全てを排除

b) 現場で可能な高いCELを活用した締固め良好領域hへの到達を奨励
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締固め目標T（例）
ρd=[(ρd)max]1Ec

Sr= (Sr)opt

締固め曲線
(例, 1Ec) 

許容領域（例）:
ρd ≥ 0.95･[(ρd)max]1Ec

wWL<w<wWU

(Sr)SL< (Sr)opt<(Sr)SU

許容下限値wWL 許容上限値wWU

②Dc, wとともに飽和度Srを規定・管理する最近の方法の例



メンバー構成

産学官の計35名の技術者・研究者で構成

1 委員長 龍岡　文夫 東京理科大学 19 委員 大森　慎哉 東亜建設工業(株)　技術研究開発センター

2 幹事長 平川　大貴 中央大学 20 委員 佐藤　靖彦 西松建設(株)

3 幹事 冨田　佑一 東急建設(株) 技術研究所 21 委員 永井　裕之 (株)安藤・間　技術研究所

4 幹事 並河　努 芝浦工業大学 22 委員 三反畑　勇 (株)安藤・間　技術研究所

5 幹事 菊池　喜昭 東京理科大学 23 委員 藤原 斉郁 大成建設（株）

6 幹事 吉田　輝 鹿島建設(株) 技術研究所 24 委員 末岡　徹 (株)キタック

7 幹事 石黒　健 前田建設工業(株) 技術研究所 25 委員 Duttine Antoine (株)複合技術研究所

8 幹事 松尾　修 東京コンサルタンツ(株) 26 委員 荒井　靖仁 中央開発(株)

9 幹事 林　良樹 日本工営(株) 27 委員 金子　秀樹 (株)アースプライム

10 幹事 三浦　亨 NTCコンサルタンツ(株) 28 委員 三隅 英俊 宇部三菱セメント(株)

11 幹事 中島　進 (公財)鉄道総合技術研究所 29 委員 曽田　英揮 一般財団法人　国土技術センター

12 委員 毛利　栄征 茨城大学 30 委員 中村　洋丈 中日本高速道路(株)

13 委員 菊本　統 横浜国立大学 31 委員 石原　雅規 (国研)土木研究所　つくば中央研究所

14 委員 橋本　隆雄 国士舘大学 32 委員 内山　恵一 酒井重工業(株)

15 委員 木井　敦夫 五洋建設(株) 33 委員 眞壁　淳 酒井重工業(株)

16 委員 河田　雅也 清水建設(株) 34 委員 安部　哲生 (株)高速道路総合技術研究所

17 委員 近江　健吾 清水建設(株) 35 委員 日下　寛彦 (株)高速道路総合技術研究所

18 委員 粕谷　悠紀 (株)大林組　技術研究所

委員会活動報告・活動予定

• 雑誌基礎工： 2020年11月号で特集「「盛土締固め
管理の新たな展開」の編集

• 報告書の執筆

完成・出版予定：2021年

・2021年度中の適切な時期に、シンポジウムを予定

委員会報告とともに、一般論文を募集する予定




